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平成 22 年 3 月期及び平成 22 年 9 月期の各運用状況の予想に関するお知らせ 
 

平成 22 年 3 月期（第 17 期：平成 21 年 10 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日）及び平成 22 年 9 月期（第 18

期：平成 22 年 4 月 1日～平成 22 年 9 月 30 日）における当投資法人の各運用状況の予想について、下記の

とおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．平成 22 年 3 月期及び平成 22 年 9 月期の各運用状況の予想 

 
営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

1 口当たり 

分配金 
（利益超過分配

金は含まない） 

1 口当たり 

利益超過 

分配金 

期末発行済 

投資口数 

（注）１． 

平成22年3月期 

（第 17 期） 

百万円 

21,640  

百万円

10,210 

百万円

8,470 

百万円

8,470 

円 

17,320  

円 

－ 

口

489,200 

平成22年9月期 

（第 18 期） 

百万円 

21,320  

百万円

9,810 

百万円

7,940 

百万円

7,940 

円 

16,240  

円 

－ 

口

489,200 

（ご参考） 

平成21年9月期 

（第 16 期）実績 

百万円 

21,524  

百万円

10,054 

百万円

8,505 

百万円

8,504 

円 

19,198  

円 

－ 

口

443,000 

 

（注）１．平成 21 年 11 月 18 日現在の発行済投資口数 443,000 口に、平成 21 年 11 月 18 日開催の役員会で決定

した公募による新投資口の発行口数 42,000 口及び第三者割当による新投資口の発行口数 4,200 口を

加えた 489,200 口を前提としている。なお、第三者割当による新投資口の発行口数は、上限である

4,200 口すべてが発行されることを前提としている。 

（注）２．上記予想数値は、別紙①の「平成 22 年 3月期及び平成 22 年 9 月期の各運用状況の予想にあたっての

前提条件」に基づき算出した平成 21 年 11 月 18 日現在の予想であり、今後の不動産等の取得又は売

却、運用環境の変化等により、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益又は１口当たり分

配金は変動する可能性がある。また、本予想は実際の業績や分配金を保証するものではない。 

（注）３．平成 21 年 9 月期（第 16 期）実績に係る単位未満の数値は切り捨てして表示。 

以 上 

 

なお、今回発表の各期の運用状況の予想の詳細については、別紙②をご参照ください。 
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【別紙①】 

 

平成 22 年 3 月期及び平成 22 年 9 月期の各運用状況の予想にあたっての前提条件 
 

計算期間 
平成 22 年 3月期：平成 21 年 10 月 1日～平成 22 年 3 月 31 日（182 日間） 

平成 22 年 9月期：平成 22 年 4 月 1日～平成 22 年 9 月 30 日（183 日間） 

保有物件 

・平成 21 年 11 月 18 日現在保有している 55 物件に加え、平成 22 年 1 月 15 日（予

定）付けにて汐留ビルディングを信託財産とする信託受益権の準共有持分

（30％）を追加取得（以下、「持分追加取得」と言う。）することを前提とする。

なお、実際にはその他の物件の取得、処分により変動する可能性がある。 

・当投資法人において、平成 21 年 11 月 18 日現在、金融庁監督指針に記載され

たフォワード・コミットメント等は存在しない。 

発行済投資口数 

・平成 21 年 11 月 18 日現在の発行済投資口数 443,000 口に、平成 21 年 11 月 18

日開催の役員会で決定した公募による新投資口の発行口数 42,000 口及び第三

者割当による新投資口の発行口数 4,200 口を加えた 489,200 口を前提。 

・なお、第三者割当による新投資口の発行口数は、上限である 4,200 口すべてが

発行されることを前提。 

有利子負債比率 

・総資産に占める有利子負債の比率について、当投資法人の運用上の目安は 30％

台である。 

・「保有物件」欄に記載の汐留ビルディングの持分追加取得につき、平成 21年 11

月 18 日開催の役員会で決定した公募及び第三者割当による新投資口の発行に

より調達する資金約 31,832 百万円程度のうち、200 億円を汐留ビルディングの

持分追加取得の購入資金の一部に充て、またその残額（約 118 億円）と手元資

金で既存借入金を返済することを前提。これにより、同物件の持分追加取得後

の有利子負債比率は約 38％程度となる見込み。但し、当該発行を行う投資口の

最終的な発行価額及び第三者割当による新投資口発行口数等により、上記有利

子負債比率は変動する可能性がある。なお、平成 22 年 3 月 31 日現在及び平成

22年 9月 30日現在の総資産有利子負債比率は、概ね30％台の水準となる前提。

＜ご参考＞ 

上記新投資口の発行を行わず、その結果、汐留ビルディングの持分追加取得

に係る取得価格全額を新たな有利子負債で調達し、かつ既存借入金の一部返

済も行われないと仮定した場合には、計算上、汐留ビルディングの持分追加

取得後の時点における有利子負債比率は約 44％程度となる。 

・平成 22 年 3 月期において、残高 275 億円である短期借入金（返済期限平成 21

年 12 月 21 日及び平成 22 年 3 月 24 日）、並びに残高 120 億円である長期借入

金（返済期限平成 21 年 12 月 15 日及び平成 22 年 3 月 24 日）について、上記

公募及び第三者割当による新投資口の発行と手元資金による既存短期借入金

の一部返済分を除き、全額借換えを行うことを前提。なお、投資法人債につい

ては平成 22 年 3 月期に償還期限が到来するものはない。 

・平成 22 年 9 月期については、残高 205 億円である短期借入金（返済期限平成

22 年 6 月 1 日、平成 22 年 9 月 1 日及び平成 22 年 9 月 24 日）、並びに残高 60

億円である長期借入金（返済期限平成 22年 6月 14日及び平成 22年 6月 15日）

について、上記公募及び第三者割当による新投資口の発行及び手元資金による

既存短期借入金の一部返済分を除き、全額借換えを行うことを前提条件として

おり、平成 22 年 4 月 30 日に償還期限が到来する投資法人債 100 億円について

は、全額借入等で調達した資金にて償還することを前提。 
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営業収益 

・既保有物件に係る賃貸事業収益については、本日現在において確定している新

たな契約の締結又は解約等に加え、返室による減収リスク等の変動要素を勘案

し算出しており、取得予定物件（汐留ビルディングの持分追加取得分）に係る

賃貸事業収益については、取得予定日における賃貸借契約条件等を基に算出し

ている。 

・平成 22 年 3 月期においては、神宮前メディアスクエアビルの敷地一部に係る

譲渡益約 8.8 億円を営業収益に計上予定。 

＜ご参考＞ 

 平成 21 年 9 月期実績の営業収益には、三菱ＵＦＪ信託銀行本店ビル未利用

容積移転に伴う容積利用権譲渡益 728 百万円が含まれる。 

営業費用 

・保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税については、

賦課決定された税額のうち、当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用に計上

しているが、計算期間の属する年内の不動産等の新規取得にかかり、譲渡人と

の間で固定資産税等の精算金（いわゆる「固定資産税相当額」）が発生する場

合は、当該精算金は当該不動産等の取得原価に算入するため、当該計算期間の

費用には計上されない。 

・公租公課については、平成 22 年 3 月期 1,770 百万円、平成 22 年 9 月期 1,840

百万円を想定。 

・ 減価償却費については、平成 22 年 3月期 3,890 百万円、平成 22年 9 月期 3,970

百万円を想定。 

・管理業務費については、過去の実績等を勘案の上想定。 

・修繕費については、決算期による金額の差異が大きいこと及び定期的に発生す

る費用ではないこと等から、予想金額より大きく変動する可能性がある。 

営業外費用 

・営業外費用（支払利息、投資法人債利息等）については、平成 22 年 3 月期 1,760

百万円、平成 22 年 9 月期 1,890 百万円と想定。 

・なお、平成 22 年 3 月期の一時的費用として、今回の新投資口発行にかかる費

用 70 百万円を含む。 

分配金の額 

・利益を超える金銭の分配は行わないことを前提。よって、当投資法人の規約に

基づき、利益の金額を限度とし、かつ、配当可能利益の金額の 90%に相当する

金額を超える額を分配することを前提。 

 

  



運用状況の予想 【別紙②】

(単位：百万円(単位記載項目を除く))

決算期　 第16期 第17期 第18期

('09/09月期) ('10/03月期) ('10/09月期)

実績/予想　 実績 → 増減 → 予想 → 増減 → 予想

期末物件数　 55棟 55棟 55棟

運用日数　 183日 182日 183日

営業収益 21,524 +115 21,640 △320 21,320

賃貸事業収益 20,795 △45 20,750 +570 21,320

容積利用権譲渡益 728 △728 - -

不動産等譲渡益 - +880 880 △880 -

営業費用 11,469 △49 11,420 +90 11,510

賃貸事業費用(減価償却費除く) 6,845 △155 6,690 +20 6,710

減価償却費 3,801 +88 3,890 +80 3,970

販売費及び一般管理費 823 +16 840 △20 820

　(内、資産運用報酬(*1)) (540) (540) (△20) (520)

ＮＯＩ(*2) 13,950 +109 14,060 +550 14,610

賃貸事業損益(*2) 10,149 +20 10,170 +460 10,630

営業総利益 10,878 +171 11,050 △420 10,630

営業利益 10,054 +155 10,210 △400 9,810

営業外損益 △1,549 △190 △1,740 △120 △1,860

　(内、支払利息) (△1,541) (△108) (△1,650) (△210) (△1,860)

経常利益 8,505 △35 8,470 △530 7,940

当期純利益 8,504 △34 8,470 △530 7,940

発行済投資口数 443,000口 +46,200口 489,200口 489,200口

1口当たり分配金 19,198円 △1,878円 17,320円 △1,080円 16,240円

*1　期間報酬及びインセンティブ報酬

*2　容積利用権譲渡益及び不動産等譲渡損益を除く


